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コロナ及びアフターコロナを契機とする需給バランスの激変を背景に、一部の部材につき調達が困難な状況や、ま

た一時的に建設業から離れた若者や外国人が建設業に戻ってこないとの状況が発生した。

これに合わせ、所謂2024年問題（時間外労働上限規制の適用）が拍車をかけ、人手不足と工事費の高騰、資機材

不足につき、深刻な状態が現在まで継続するに至っている。

2021年度～2025年度の振り返り

■日建連での対応

→結果としては、例えば４週８閉所を達成した現場の割合が激増しており、大きな効果が見られている。

日建連において

建設業の長期ビジョン2.0の策定

①工事費高騰パンフレットの作成

公共工事においては、発注者との請負代金を市場の価格変動に適応させる「物価スライド」とのシステムが存在するが、民間工事においてはそのようなシ

ステムがなく単なる協議条項とされるため、施工者が物価変動リスクを一方的に負担するケースも発生する。

近年の異常な物価高騰下において、各ゼネコンは当初、個々で物価高騰の説明資料を作成し、個々に発注者と価格交渉を実施していたが、資料の

客観性が低く交渉が難航することも多かったところ、各社が当資料を活用することにより、適正な価格交渉を可能とする環境を作ることができた。

②適正工期確保宣言

資機材の調達の難航や時間外労働上限規制は、工期面で大きな制約となり、従来よりも長期間の工期を必要とする。過去においては、所謂「工期ダ

ンピング」により元請が自分で自分の首を絞めるケースが数多く発生していたが、この悪しき風習を払拭することも念頭に日建連より当宣言を公表した。

しかしながら足元の人手不足は更に深刻化

（建設業が若者に選ばれない） 1



工事費高騰パンフレット（表面）
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工事費高騰パンフレット（裏面）
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適正工期確保宣言パンフレット
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４週８閉所実現状況
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建設業の長期ビジョン2.0（表紙）
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建設業の長期ビジョン2.0 全体像
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建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～
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建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

9



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

10



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

11



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

12



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

13



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

14



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～

15



建設業の長期ビジョン2.0 第３章 選ばれる産業への変革～新４Kの実現～
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次期雇用改善計画への要望 ①猛暑日対策

◼異常気象による近年の夏の暑さは異常なレベルにあり、更に高温化、長期化が進んでいる。

◼夏季において、従事者が直射日光に最も晒されるのが建設業界であり、また屋内作業であっても空調がない苛酷な労

働環境を回避できないのが建設業界である。

◼高温時の生産性の低下は広く知られているところであるが、近年の異常な高温は健康維持すら危ぶまれるレベルに達し

ている。

【背景】

【要望事項】

◼ 「夏季の労働時間を相対的に短く、夏季以外を長くする働き方（夏の長期バカンス、暑さの和らぐ時間への労働時間

シフト等）」が可能となるような環境整備を要望する。

◼気候変動による熱中症多発傾向を踏まえ、健康管理上の観点から、「猛暑日における屋外作業禁止」の法制化を要

望する。

◼ 「夏の長期バカンス」は猛暑日対策として有効なだけでなく、若者を建設業に呼び込むツールとしても十分魅力的な方

策であるが、官民とも発注者の理解が十分に得られる風潮にないので、関係省庁において、発注者の理解の促進を図

るとともに積極的な広報を要望する。

17



次期雇用改善計画への要望 ②技能労働者の流動性の向上

◼ 建設業の技能労働者は大きく減少しており、担い手確保が喫緊の課題となる中、技能労働者の流動性へのニーズは高まっている。

◼ 建設業の技能労働者については、悪質な業者による中間搾取のおそれが高いこと等を理由に派遣が禁止されており、他産業に比べて流

動性が乏しい状況にある。

◼ 建設業が将来にわたり持続性を確保するためには、将来的には一定の条件のもとで派遣を可能とするとともに、足元では、まず既存の制度

を最大限有効に活用することが望まれる。

◼ 「建設業務労働者就業機会確保事業」は、要件が実態にそぐわないこと等が原因で、現状は、活用が進んでいない。

【背景】

【要望事項】

◼ 他産業にはない建設業界共通の制度インフラである、建設キャリアップシステム（CCUS ）を活用すれば、技能者がどこで就労しようと、そ

の履歴が蓄積され、技能や経験に応じた処遇が実現できることから、CCUSの能力評価（レベル判定）を受けた技能労働者については建

設業者間での派遣を可能とするよう、制度の見直しを要望する。

◼ 少なくとも、既存制度である「建設業務労働者就業機会確保事業」については、以下のとおり、CCUSを活用することを条件に、早急に運

用緩和をすることを要望する。

a. 対象企業について、当該事業団体の直接の会員企業だけでなく、当該企業と一定の取引のある二次以下の協力企業にも拡大

b. 「賃金不払い等の場合における事業主団体による支払保証」と「当該事業主団体に対する第三者による債務保証」の措置を講じることにより、

送出事業主の財産的要件を廃止

c. CCUSの活用について、⓵送出事業主・受入事業主の事業者登録、②対象技能労働者のレベル判定、③現場での就業履歴蓄積を、義務

付ける。
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次期雇用改善計画への要望 ③CCUSの完全実施の実現

■公共工事におけるCCUS活用の義務化

第一次国土強靭化実施中期計画（閣議決定）の目標達成（※）に

向けて、すべての公共工事において、入札契約を通じたCCUSの就業履歴の  

蓄積や能力評価の義務化を図る。
※令和１２年までに公共工事でのCCUS活用工事の導入完了率１００％

■中小建設業者等に対する技術的支援、財政的支援の充実

中小建設業者等における就業履歴の蓄積環境整備や能力評価申請の

負担を軽減するために、国や建設業振興基金等による技術的支援、財政

的支援の一層の充実を図る。

■資格者証の携帯義務の免除

CCUSに安全衛生関係の資格者情報を登録した技能者については、

現場での負担軽減のために、当該資格者証の携帯義務を免除する。

■ CCUSは、現在、登録技能者数が約170万人となっており、技能者の処遇改善のための「業界共通の制度インフラ」として、活用の

土台は整ってきている。

■ 一方、CCUS本来の目的である技能や経験に応じた処遇改善のためには、登録技能者の就業履歴の蓄積（カードリーダーへのタッチ

等）や、能力評価（レベル判定）の実施が必要であるが、現状の進展は思わしくない状況にある。

 ※【就業履歴の蓄積】 ：国交省の低位推計の目標を２年連続で未達。 登録技能者のうち、就業履歴のある者は3割程度で停滞。

【能力評価の実施率】 ： ７％

■ 2028年に初めての技能者登録の更新を控えるが、技能者が処遇改善を期待できる状況を実現するためには、施策を総動員して、今後

数年内には公共工事・民間工事を問わずCCUSの完全実施を実現 させる必要がある。

 

【背景】

【要望事項】

■CCUSレベルに応じた賃金支払いの徹底

  技能者の技能や経験に応じた処遇を実現するために、本年末施行される

  「労務費の基準」について、建設Gメンと労基署との連携による指導や通報制

度等の実効性ある手段により、CCUSレベルに応じた賃金の支払いを担保する。

■CCUSレベルに応じた建退共掛金の実現

  技能者の技能や経験に応じた処遇を実現するために、建退共について、

  現行の単一掛金を、CCUSレベルを活用した複数掛金の仕組みに改める

  とともに、最低でも退職金1,000万円を超える額が確保される仕組みとする。

■外国人材の中長期的な育成を実現するための就業履歴蓄積の徹底

  外国人技能者が中長期的にキャリアを積み上げて処遇を向上できるように、

  建設分野の上乗せ基準として、CCUSの登録のみならず、就業履歴の蓄積

や能力評価の実施を原則とする。
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